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＜近畿総合通信局・池田泉州銀行＞ 

ICT を通じた地域創生のための包括連携協定を締結 
～全国の総合通信局で初めての取組～ 

総務省近畿総合通信局（局長：安藤 英作（あんどう えいさく））と株式会社池田泉州

銀行（頭取：藤田 博久（ふじた ひろひさ））は、ＩＣＴを通じた地域創生を目的に、

中小・ベンチャー企業に向けた支援施策を連携して実施すべく、本日、包括連携協定を

締結しました。 

 

近畿総合通信局は、総務省の地方支分部局として情報通信行政を所管し、ＩＣＴ

分野の新たなビジネス創出による経済成長の実現に向け、研究開発を支援する「戦

略的情報通信研究開発推進事業（ＳＣＯＰＥ）」や、新技術を用いた事業化への挑

戦を支援する「ＩＣＴイノベーション創出チャレンジプログラム（Ｉ－Ｃｈａｌｌ

ｅｎｇｅ！）」など、ＩＣＴ分野に関わる事業創出の支援施策を展開しています。 
 
池田泉州銀行は、かねてより、新規性・独創性のあるビジネスプランを有する企

業・起業家の発掘・育成を目指す「ニュービジネス助成金」や、産学官連携による

地元企業の研究開発を応援する「コンソーシアム研究開発助成金」を通じて、地域

発の新事業創出を図るとともに、大学・公的機関との独自ネットワークの構築・連

携により、新しいビジネスへ向けた多面的なサポートに取り組んでいます。 
 
両者は、これまでも講演会・セミナーへの相互協力・情報発信などで連携してき

ましたが、このたびの協定により、中小・ベンチャー企業に向けたＩＣＴ分野に関

わる事業支援施策について、相互連携によるシナジーを追及することで、情報通信

産業の発展と地域経済の活性化に貢献して参ります。 
 
なお、総務省の各総合通信局（沖縄総合通信事務所を含む。）と金融機関との、

このような包括連携協定の締結は、全国で初めてとなります。 
 

 

【主な連携推進事項】 

１．企業の創業や新たな事業展開への支援事業 

２．情報通信に関する研究開発・人材育成に関する事業 

３．ＩｏＴビジネスの普及、啓発に係る事業 

＜本件に関するお問い合わせ＞  

近畿総合通信局 情報通信部 情報通信連携推進課 村上、岩本 

         電話：０６－６９４２－８６２３ 

池田泉州銀行   企画部 広報室  上田、三刀谷 

        先進テクノ推進部 宮前、青田 

電話：０６－６３７５－３５９５ 

 
 


